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は じ め に 

 

公共事業による社会資本の整備は、県民生活の安全・安心の確保、快適で豊かな生

活の実現、地域経済の活性化および多様な交流の促進を図る基盤づくりとして極めて

重要な役割を担っている。 

しかし、人口減少及び少子・超高齢社会の到来、厳しい財政状況、災害リスクの増

大・顕在化など社会経済状況が変化するなか、県民にとって真に必要な社会資本整備

を、効果的、効率的に進めることが一層求められている。 

このため、社会資本整備の計画段階から事業実施、完了までの全ての過程において、

一層の透明性の向上を図り、事業を効率的、効果的に執行していくことが必要である。 

山梨県では平成１７年度から「公共事業評価システム」を導入し、事前評価におい

ては、経済効率性や事業規模、事業手法、計画熟度などの妥当性や同種の事業間の優

先度などの観点から事業実施の是非を総合的に評価し、再評価においては、社会経済

情勢の変化、経済効率性、時間管理、コスト縮減などの諸観点から事業継続の是非を

評価し、また事後評価においては、事業貢献度や経済効率性、改善措置の必要性など

の観点から事業の達成度を評価することとしている。 

本委員会は公共事業評価に対する意見を求める機関として設置されており、公共事

業評価の適正化を図っている。 

委員会では、これまで、多くの評価対象事業を審議しており、最近では平成２３年

度に２２事業、平成２４年度に２６事業を審議している。本年度は、事前評価９事業、

再評価１０事業、事後評価１２事業、合わせて３１事業の評価対象事業について、概

況説明を受けた後に現地視察を実施し、さらにその後の詳細審議を経て、次のとおり

意見をとりまとめたので具申する。 

なお、今後の社会資本の整備にあたって、本委員会の意見を十分尊重し、一層効果

的、効率的な事業執行に反映されたい。
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１ 事前評価について 

 

 １－１ 事前評価実施にあたって 

 

   公共事業の事前評価は、着手段階における意思決定プロセスの透明性、

客観性の一層の向上を図るとともに、限られた財源のより効果的・効率的

活用に資するべく、事業実施の妥当性や事業貢献度の観点から評価するも

のである。今回は、以下の９事業について事前評価の審議を行った。 

   個々の事業に対する意見は次のとおりである。 

 

 １－２ 個別事業に対する意見 

 

    ①街路事業 (都)甲府駅
こうふえき

前
まえ

線外 1 路線 （甲府市） 

この事業は、本県の都市づくりの重要拠点である甲府駅南口周

辺地域において、県都の玄関口としてふさわしい都市機能の充実

や空間整備のため、県と甲府市の共同で策定した「甲府駅南口周

辺地域修景計画」に基づき、甲府駅南口駅前広場の再整備や平和

通りの整備を行うものであり、事業の必要性は高いと評価できる。 

また、本事業は、官民一体となって空間的な魅力向上や街のポ

テンシャルの増大を図るものであり、地元商店街、商工団体、ま

ちづくり団体など関係者の期待も非常に大きく、中心市街地の活

性化にも資する事業であると評価でき、実施が妥当である。 

 

②街路事業 (都)田富町
たとみちょう

敷島
しきしま

線(仲
なか

新居
あ ら い

工区) （甲斐市） 

この事業は、都市計画道路田富町敷島線の甲斐市仲新居におい

て、交通の円滑化を主目標に、両側歩道の２車線道路を整備する

街路事業である。 

本事業の整備により、既に完成し供用している区間と現在事業

中の区間と併せて、甲斐市を南北に縦貫する道路がつながること

となり、道路ネットワークが強化され、竜王駅付近を中心とした

甲斐市内の渋滞緩和が図られるものと期待できることから、事業

の必要性は高いと評価できる。 

また、道路両側に整備する歩道により歩行者等の安全を確保す
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るとともに、電線共同溝を併設することにより電柱のない景観に

優れた良好な都市空間を創出することも期待できることから、実

施が妥当である。 

なお、本事業整備区間における用地確保および用地補償は、本

事業の事業費と事業期間に大きく影響すると想定されることか

ら、地元の合意形成を図り、時間管理に努められたい。 

 

③道路事業 (一)割子
わ り こ

切石
きりいし

線（(仮称)中富
なかとみ

IC） （南巨摩郡身延町） 

この事業は、中部横断自動車道に設置される（仮称）中富イン

ターチェンジの整備と県道割子切石線及び国道５２号からインタ

ーチェンジにアクセスする道路の整備を行うものである。 

中部横断自動車道は、静岡県静岡市から長野県小諸市に至る高

速自動車国道であり、静岡県、山梨県、長野県との連携・交流を

促進するとともに、沿線の方々の安全、安心に寄与するネットワ

ークの構築など大きな整備効果が期待されている。 

本事業の整備により、旧中富町の中心地や国道５２号から（仮

称）中富インターチェンジにアクセスすることが可能となり、利

便性の向上や道路ネットワークの強化を図ることができることか

ら、事業の必要性は高いと評価でき、実施が妥当である。 

なお、中部横断自動車道は国土交通省並びに中日本高速道路

(株)により平成２９年度の全線開通を目指し、整備が進められて

いることから、時間管理を徹底し、計画的な執行に努められたい。 

 

④道路事業 国道４１１号(大常木
おおつねぎ

バイパス II 期) 

（北都留郡丹波山村） 

この事業は、東京都八王子市と甲府市を結ぶ幹線道路で、緊急

輸送道路としての役割も担う国道４１１号の丹波山村大常木にお

いて、道路幅員が狭く、道路線形が悪いうえに、道路災害危険箇

所を含む未改良区間についてバイパス道路を整備するものであ

る。 

本事業の整備により、道路災害危険箇所を回避する安全な道路

となるとともに、既に完成し供用している区間と併せて、道路ネ

ットワークが強化される。さらに通行車両の安全かつ円滑な走行

の確保などの観点からも、事業の必要性は高いと評価でき、実施

が妥当である。 
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⑤道路事業 国道４１１号((仮)和戸
わ ど

アクセス) （甲府市） 

この事業は、甲府市和戸町において、国道４１１号（城東バイ

パス）から新山梨環状道路北部区間（仮）和戸ランプにアクセス

する道路を整備するものである。 

甲府市の市街地においては、慢性的な渋滞が発生しており、渋

滞の解消やアクセス強化のため、これまでも、甲府市の中心街を

東西に貫く国道４１１号について、城東バイパス、城東Ⅱ期バイ

パスなどの整備が進められている。 

本事業の整備により、甲府市街地と周辺地域との連携が強化さ

れ、渋滞緩和が図れるものと期待できることから、事業の必要性

は高いと評価でき、実施が妥当である。 

なお、本事業整備区間における用地確保および用地補償は、本

事業の事業費と事業期間に大きく影響すると想定されることか

ら、地元の合意形成を図り、時間管理に努められたい。 

 

    ⑥道路事業 国道１４０号(新
しん

山梨
やまなし

環状
かんじょう

道路
ど う ろ

･東部
と う ぶ

区間
く か ん

II 期) 

（甲府市） 

この事業は、甲府都市圏を取り囲む「新山梨環状道路」の東部

区間（仮）東油川ランプから（仮）広瀬ランプの区間の整備を行

うものであり、既に事業着手している西下条ランプから（仮）東

油川ランプの区間と一体的に整備を進めることで、甲府都市圏に

おける交通の円滑化と、周辺地域との連携強化を図るものである。 

本事業の整備により、環状ネットワーク効果の発現とともに交

通渋滞の緩和を図ることができることから、事業の必要性は高い

と評価でき、実施が妥当である。 

なお、新山梨環状道路の整備効果の発現を高めるためには、本

事業区間も含め、残る未整備区間の整備が必要であることから、

時間管理を徹底し、計画的な執行に努められたい。 

 

⑦中山間地域総合整備事業 黒駒
くろこま

東
ひがし

 （笛吹市） 

 この事業は、果樹栽培が主体の中山間地域である笛吹市御坂町

において、区画整理、用排水路、農道、鳥獣害防止施設などの農

業生産基盤の整備を総合的に行なう事業である。 

 本事業で行う農業生産基盤の整備により、狭小で段差の大きい
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ほ場が改善されて農作業が効率化するとともに、野生鳥獣被害が

防止され、営農意欲が向上し耕作放棄地が抑制される。これによ

り、農業経営の安定化、新たな担い手確保を図ることが期待でき

ることから、事業の必要性が高いと評価でき、実施が妥当である。 

 

⑧中山間地域総合整備事業 市川
いちかわ

三郷
み さ と

 （西八代郡市川三郷町） 

 この事業は、水稲や果樹栽培が主体の中山間地域である市川三

郷町において、区画整理、用排水路、農道、鳥獣害防止施設など

の農業生産基盤の整備を行なうとともに、集落道、集落排水路、

集落防災安全施設、市民農園などの生活環境基盤の整備を総合的

に行なう事業である。 

 本事業で行う農業生産基盤の整備により、ほ場が改善されて農

作業が効率化するほか、担い手不足の解消や、野生鳥獣被害が防

止される。 

さらに、併せて行う生活環境基盤の整備により、農村生活の安

全性や利便性を高め、地域の活性化が期待できることから、事業

の必要性が高いと評価でき、実施が妥当である。 

 

⑨中山間地域総合整備事業 富士川
ふ じ か わ

北部 （南巨摩郡富士川町） 

 この事業は、水稲や果樹栽培が主体の中山間地域である富士川

町の北部において、区画整理、用排水路、農道、鳥獣害防止施設

などの農業生産基盤の整備を総合的に行なう事業である。 

 本事業で行う農業生産基盤の整備により、野生鳥獣被害などに

よる営農意欲の低下が解消され、耕作放棄地が抑制される。さら

に農作業の効率化や生産性の向上が図られるほか、他事業で建設

中の農産物直売所を併設する「道の駅富士川」の活用により、農

業の振興や、都市交流が期待できることから、事業の必要性が高

いと評価でき、実施が妥当である。 
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２ 再評価について 

 

 ２－１ 再評価実施にあたって 

 

 公共事業の遅延による社会的便益の損失を防ぎ、公共事業のもたらす効

果を最大限に発揮させるためには、事業進捗の厳密な管理と徹底したコス

ト縮減が重要である。 

   このため、事業の再評価では、事業着手から一定期間が経過した事業に

ついて、社会経済情勢の変化や進捗状況等を踏まえ、事業の見直しの必要

性や時間管理を主眼に、今後の事業継続の是非を判断することとしてい

る。今回は、以下の１０事業について再評価の審議を行った。 

   個々の事業に対する意見は次のとおりである。 

 

 ２－２ 個別事業に対する意見 

 

  （１）現計画どおり継続することが妥当と判断した事業 

 

    ①林道事業 乾
けん

徳山
とくさん

線 （山梨市） 

 この事業は、山梨市北部の県有林を中心とする１，２３７ｈａ

の森林を管理経営することを目的とした、地域林内路網の骨格と

なる森林基幹道を整備する事業である。 

 当路線の利用区域内は、カラマツ、ヒノキ等の人工林が５８％

を占めており、既開設区間において県有林管理計画に沿った伐採

や森林整備が効率的に実施されているなど、一定の事業成果が認

められる。また、乾徳山、西沢渓谷へのアクセス道として、森林

の保健休養利用にも寄与している。 

 現在、計画どおりの進度で進捗しており、今後も順調に事業が

進捗すると見込まれることから、更なるコスト削減と時間管理を

徹底し、計画どおり平成２７年度までの完成に努められたい。 

 

    ②林道事業 富士
ふ じ

東部
と う ぶ

(北
きた

)線 （大月市・上野原市） 

 この事業は、大月市梁川町と上野原市秋山尾崎を結び、桂川流

域、秋山川流域の１，３１３ｈａの森林を管理経営することを目

的とした、地域林内路網の骨格となる森林基幹道を整備する事業
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である。 

 当路線の利用区域内は、スギ、ヒノキ等の人工林が４９％を占

めており、既開設区間において森林の多面的な機能を発揮させる

ための森林整備や、伐採、造林等の林業経営が効率的に実施され

ているなど、一定の事業成果が認められる。 

 また、生活関連林道として、大月市と上野原市秋山における一

体的な生活圏の形成や、災害時における集落孤立化の回避、緊急

輸送路としての地元の期待も大きい。 

 現在、計画どおりの進度で進捗しており、今後も順調に事業が

進捗すると見込まれることから、更なるコスト削減と時間管理を

徹底し、計画どおり平成２７年度までの完成に努められたい。 

 

    ③林道事業 菅野
す げ の

盛里
もりさと

線 （都留市） 

 この事業は、都留市東部の県有林を中心とする１，５３９ｈａ

の森林を管理経営することを目的とした、地域林内路網の骨格と

なる森林基幹道を整備する事業である。 

 当路線の利用区域内は、スギ、ヒノキ等の人工林が６５％を占

めており、既開設区間において県有林管理計画に沿った伐採や森

林整備が効率的に実施されているなど、一定の事業成果が認めら

れる。 

 また、県道都留道志線と県道四日市場上野原線を連絡すること

により、広域的な地域間交通の利便性の向上や、災害時の迂回路

としての機能も期待される。 

 現在、計画どおりの進度で進捗しており、今後も順調に事業が

進捗すると見込まれることから、更なるコスト削減と時間管理を

徹底し、計画どおり平成２７年度までの完成に努められたい。 

 

④治水事業 間
ま

門川
かどかわ

 （甲府市） 

この事業は、甲府市（旧中道町）の間門川における治水事業で

あり、河道拡幅や放水路整備により、治水安全度の向上を図り、

氾濫を防止することを目的としている。 

この河川の流域は、人家等の集積に加え、緊急輸送道路である

国道１４０号、国道３５８号が交差する交通の要所となっている

が、台風、集中豪雨時にはたびたび浸水被害が生じており、この

事業の必要性や緊急性は高く、出来るだけ速やかに事業を完成す

ることが重要である。 
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現在、計画どおりの進度で進捗しており、用地取得も全て完了

しているため、更なるコスト削減と時間管理を徹底し、計画どお

り平成２６年度までの完成に努められたい。 

 

 

  （２）工期の変更を行った上で継続することが妥当と判断した事業 

 

    ①下水道事業 峡
きょう

東
とう

流域下水道 

（甲府市・山梨市・笛吹市・甲州市） 

この事業は、峡東流域下水道における幹線管渠や処理施設を整

備する事業である。今回の見直しは、関係市の財政状況の悪化等

により、市が整備する公共下水道事業の遅延状況を踏まえて、事

業期間を１７年間延長し、平成４９年度までに完成する案となっ

ている。 

県が整備する流域下水道事業については、関係市の公共下水道

整備の進捗に合わせる必要があることから、事業期間の延長はや

むを得ないものと認められるが、事業期間の大幅な延長のため、

今後１０年毎の整備目標を定めたうえで、事業の進捗に関する時

間管理を厳格に行う必要がある。 

このため、進捗状況については、下水道事業に関する再評価間

隔（１０年間）の中間年度となる５年毎に当委員会に報告するも

のとし、見直し案のとおり計画年度での完成に努められたい。 

 
  （３）計画内容を見直し、工期の変更を行った上で継続することが妥当と

判断した事業 

 
    ①畑地帯総合整備事業 大野寺

お お の じ

 （笛吹市） 
この事業は、笛吹市御坂町の扇状地に広がる果樹地帯に、農道、

排水路、区画整理などの農業生産基盤整備を総合的に行い、農作

業の効率化や、農産物の安定的な生産を図る事業である。 

今回の見直し案は、基準改定に伴う事業費の増額と、区画整理

事業の換地処分に伴う事業期間を延長し、平成２７年度の完成を

目指す案となっている。 

本事業の農業基盤整備により営農環境が改善され、農作業の効

率化や、山梨県が誇る果樹の安定的な生産が期待されることから、
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見直し案どおり事業費を増額して、平成２７年度の完成に努めら

れたい。 

なお、換地計画に時間を要することは理解できるが、前回の再

評価時からさらに工期延期を行なうため、今後は厳格な時間管理

に努められたい。 

 

②畑地帯総合整備事業 笛吹
ふえふき

川
がわ

左岸
さ が ん

 （笛吹市） 
この事業は、笛吹市八代町及び御坂町における金川扇状地に展

開する果樹地帯に、区画整理や農道、排水路等の農業生産基盤整

備を総合的に行う事業である。 

今回の見直し案は、事業の進展に伴い農家の営農意欲が高まり、

区画整理の要望が強いことから、１０ｈａの面積増により、事業

費を増加するとともに事業期間を延長し平成２７年度の完成を目

指す案となっている。  

本事業により、農作業の効率化や省力化を図り、農業経営の安

定化や果樹農業の持続的発展に寄与することから、見直し案どお

り事業費を増額して、平成２７年度の完成に努められたい。 

なお、今後の同種事業において事業費の増額については、費用

対効果や予算枠など慎重に検討し、精度の高い事業計画の策定と

その実施に努められたい。 

 

③中山間地域総合整備事業 鳴沢
なるさわ

 （南都留郡鳴沢村） 
この事業は、富士北麓に位置する野菜や花き栽培などを行なう

中山間地域である鳴沢村において、用排水路、農道、区画整理な

どの農業生産基盤の整備を行なうとともに、集落道や鳥獣害防止

施設などの生活環境基盤を総合的に整備する事業である。 

今回の見直し案は、豪雨による畑地の表土流失を防止するため

の排水路の追加整備や、観光農園へのアクセス向上を図る農道の

線形変更による事業費と事業量の増加、それに伴い事業期間を２

年間延長する案となっている。 

本事業は、農作業の効率化、省力化を図り、農業経営の安定化

や地域農業の持続的発展に寄与する。さらに、この地域は国内有

数の観光地である立地条件を活かした観光農業の展開が期待でき

ることから、その実現のため見直し案どおり、平成２７年度の完

成に努められたい。 
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④林道事業 塩平
しおだいら

徳和
と く わ

線（西区間） （山梨市） 
この事業は、山梨市牧丘町の鼓川左岸流域、琴川右岸流域の

９３７ｈａの森林を管理経営することを目的とした、地域林内路

網の骨格となる森林基幹道を整備する事業である。 
 当路線の利用区域内は、スギ、ヒノキ等の人工林が県下平均の

約２倍となる８３％を占めており、既開設区間において伐採、保

育等の林業経営が効率的に実施されているなど、一定の事業成果

が認められる。しかしながら、用地交渉の難航などにより当初計

画期間の平成２５年度末時点で約１，０００ｍが未完成となる見

込みとなっている。 
 県道塩平窪平線と県道柳平塩山線の連結など、広域的な林内路

網のネットワークを形成し、地域林業の振興を図ることが当路線

の所期の目的であり、事業効果も大きいと認められること、また、

線形変更により用地問題も解決していることから、更なるコスト

削減と時間管理を徹底し、見直し案どおり平成２７年度までの完

成に努められたい。 
 

⑤林道事業 富士
ふ じ

東部
と う ぶ

（ 南
みなみ

)線 （上野原市・南都留郡道志村） 

 この事業は、上野原市秋山尾崎と道志村竹之本を結び、秋山川

流域、道志川流域の１，２８５ｈａの森林を管理経営することを

目的とした、地域林内路網の骨格となる森林基幹道を整備する事

業である。 

 当路線の利用区域内は、スギ、ヒノキ等の人工林が６１％を占

めており、既開設区間において森林の多面的な機能を発揮させる

ための森林整備や、伐採、造林等の林業経営が効率的に実施され

ているなど、一定の事業成果が認められる。 

 また、生活関連林道として、上野原市秋山と道志村における一

体的な生活圏の形成や、災害時における集落孤立化の回避、緊急

輸送路としての地元の期待も大きい。 

 計画では平成２７年度完成としているが、当初トンネルを計画

していた上野原市と道志村境の尾根部について、地元市村・森林

所有者の意向を踏まえ、森林施業により資する線形とするため、

トンネルを取りやめることとし、これによる延長増と計画期間延

長の見直し案の提示があった。 
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 林業経営の視点からトンネル計画の見直しは有益であり、事業

費も削減できることから、更なるコスト削減と時間管理を徹底し、

見直し案どおり平成３２年度までの完成に努められたい。 
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３ 事後評価について 

 

 ３－１ 事後評価実施にあたって 

 

   公共事業をより効果的、効率的に計画・実施していくためには、完了し

た事業を厳密に検証し、その結果を今後の事業展開に反映させることが必

要である。 

   このため、事後評価では、整備が完了した事業について、事業目的の達

成度や環境への影響などの検証を行い、必要に応じて適切な改善措置等を

検討することとしている。今回は、以下の１２事業について事後評価の審

議を行った。 

   個々の事業に対する意見は次のとおりである。 

 

 ３－２ 個別事業に対する意見 

 

①広域営農団地農道整備事業 東山
とうさん

東部
と う ぶ

 （甲州市） 

この事業は、県を代表する高品質で安定した果樹生産を行なっ

ている甲州市において、輸送の合理化や、沿線農地の利便性の向

上、観光客の流入増加を図り、地域農業の発展に寄与するための

農道整備事業である。 

整備後は、集出荷施設から市場への迅速な農産物輸送や、都市

住民の入り込み客の増加のほか、生活道路としても利便性の向上

が図られているなど、事業効果が大きく、事業目標が達成できた

と評価できる。 

 

②広域営農団地農道整備事業 八ヶ岳
やつがたけ

 （北杜市） 

この事業は、八ヶ岳山麓の南側に位置する稲作栽培を主体とす

る地域において、農道の整備により、中央道小淵沢、長坂インタ

ーチェンジなどに直結するとともに、国道１４１号、２０号との

連結や、分断された八ヶ岳地域と茅ヶ岳地域を結び、沿線農地の

利便性や、集落間アクセスの向上、地域農業の持続的な発展を図

ることを目的とした農道整備事業である。 

整備後は、迅速な農産物輸送や、効率的な農地への往来、農産

物の販売促進、さらに一般交通の流入増加など、事業効果が大き
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く、事業目標が達成できたと評価できる。 

  

③中山間地域総合整備事業 牧丘
まきおか

 （山梨市） 

この事業は、県の中北部に位置し、ブドウ、リンゴ等の栽培を

中心とする生産条件が厳しい中山間地域である牧丘町において、

農道、排水路、活性化施設、交流施設、農村公園、鳥獣害防止施

設などの整備を行なった事業である。 

整備後は、農作物の品質の向上や、輸送時間の短縮などにより

農業経営の改善が図られたほか、農村の環境整備を行なったため、

都市住民との交流が図られるなど、事業効果が大きく、事業目標

が達成できたと評価できる。 

 

④農村振興総合整備事業 今川
いまがわ

 （中央市・中巨摩郡昭和町） 

この事業は、甲府盆地南部に位置する新規住民と農家が混住す

る地域において、農業基盤の整備と併せて住環境への配慮を行い、

動植物の保護と快適な水辺環境の確保を図りながら、農業用排水

路、集落排水路、水辺環境、農道などの整備を行なった事業であ

る。 

整備後は、湛水被害の防止や、農業生産性の向上、地域住民と

の交流と憩いの場の創設により水辺環境活動など地域活動が盛ん

になるなど、事業効果が大きく、事業目標が達成できたと評価で

きる。 

 

⑤住宅事業 県営
けんえい

住宅
じゅうたく

千塚
ち づ か

北
きた

団地 （甲府市） 

この事業は、更新時期を迎えている県営住宅の建替事業であり、

老朽化し狭小であった住戸の居住機能を改善し、様々な居住形態

に合わせた型別供給を行うなど、公営住宅として適正な整備がさ

れたものである。 

総事業費については、コスト縮減が図られており、工期につい

ても計画どおりの工期で完成している。また、この整備により、

現在、全戸入居しており、住宅需要の高い甲府市において、高齢

者等の生活に配慮した良質な住宅を供給することに貢献した事業

であると評価できる。 

 

 



 

- 14 - 
 

⑥治水事業 小佐野川
お さ の が わ

 （富士吉田市） 

この事業は、富士吉田市東部を流下する小佐野川において、洪

水被害を防止するため、河道を拡幅整備したものである。 

この整備により、洪水被害の危険度が低減するとともに想定被

害額が減少したことから、洪水被害の防止に貢献した事業と評価

できる。また、既設護岸を活かした整備を行うことにより、総事

業費が減額されており、費用対効果が高い事業となっている。 

一方、この事業は昭和５０年度に着手し、平成２０年度に完成

するまで３０年以上の期間を要しているが、今後の同種事業の計

画策定にあたっては、優先施工区間や早期に事業効果が発現でき

るような区間を事業化するなど、徹底した時間管理のもとでの事

業実施に努められたい。 

 

⑦治水事業 新川
しんかわ

 （西八代郡市川三郷町・南巨摩郡富士川町） 

この事業は、西八代郡市川三郷町黒沢から旧鰍沢町に流下する

新川において、洪水被害を防止するため、河道を拡幅整備したも

のである。 

この整備により、洪水被害の危険度が低減するとともに想定被

害額が減少したことから、洪水被害の防止に貢献した事業と評価

できる。 

一方、この事業は昭和６１年度に着手し、平成２０年度に完成

するまで２３年を要しているが、今後の同種事業の計画策定にあ

たっては、優先施工区間や早期に事業効果が発現できるような区

間を事業化するなど、徹底した時間管理のもとでの事業実施に努

められたい。 

 

⑧道路事業 (主)韮崎
にらさき

南
みなみ

アルプス中央線 

(新
しん

山梨
やまなし

環状
かんじょう

道路
ど う ろ

南部
な ん ぶ

区間
く か ん

(田富
た と み

･玉穂
た ま ほ

工区)) （中央市） 

この事業は、甲府都市圏を取り囲む地域高規格道路「新山梨環

状道路」南部区間のうち、旧田富町（西）から旧玉穂町（東）の

区間を整備した事業であり、甲府市内に集中する交通を分散し、

甲府市街地の交通渋滞の緩和や、周辺地域との連携強化を目的と

したものである。 

高架橋基礎形式の変更や遮音壁費用の増加により、総事業費が

増額している。また、一部の用地取得の遅れから、事業期間につ

いても２年間延長されたが、この整備により、周辺地域との連携
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強化が図られ、交通の円滑化に貢献した事業として評価できる。 

なお、新山梨環状道路は、山梨県の交通ネットワークの骨格を

なし、甲府都市圏における幹線道路の交通環境の改善を図る重要

な道路である。このうち南部区間は、県道の自動車専用道路とし

て、最初に供用された。この供用により高規格道路の重要性が広

く認識されることとなった。 

 

⑨道路事業 (一)島
しま

上条
かみじょう

宮久保
み や く ぼ

絵
え

見堂
み ど う

線(大垈
おおぬた

バイパス) （甲斐市） 

この事業は、一般県道島上条宮久保絵見堂線の甲斐市竜地から

団子新居において、道路の幅員が狭小なうえに歩道も未整備であ

ったため、人家が密集する地域を迂回するバイパス道路を整備し

たものであり、総事業費や工期など概ね当初計画のとおり実施さ

れた。 

この整備により、通行車両の安全で円滑な通行が可能となった。 

また、交通の転換により現道部の交通が減少し、歩行者等の安

全性も向上されたことから、交通の円滑化と安全性向上に貢献し

た事業と評価できる。 

 

⑩道路事業 (主)茅野
ち の

北杜
ほ く と

韮崎
にらさき

線(穴山
あなやま

バイパス) （韮崎市） 

この事業は、主要地方道茅野北杜韮崎線の韮崎市穴山町におい

て、ＪＲ穴山駅への通勤通学路となる道路の幅員が狭小なうえに

歩道も未整備であったため、バイパス道路を整備したものである。 

埋蔵文化財調査費用の増加により総事業費が増加しているが、

この整備により、車両の安全で円滑な通行が可能となった。 

また、交通の転換により現道部の交通が減少し、歩行者等の安

全性も向上したことから、交通の円滑化と安全性向上に貢献した

事業と評価できる。 

しかし、用地買収において公図と現況が一致していない箇所が

あり、地図訂正に時間を要したため事業期間が５年間延長となっ

た。今後、同種事業の計画にあたっては、事前に地元自治体と協

力し早期解決を図るなど、徹底した時間管理のもとでの事業実施

に努められたい。 
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⑪道路事業 (一)武田
た け だ

八幡
はちまん

神
じん

社
じゃ

線(武田
た け だ

橋) （韮崎市） 

この事業は、一般県道武田八幡神社線の釜無川を渡河する武田

橋において、道路の幅員が狭小なうえに、橋の両端部にある交差

点に右折レーンが整備されていなかったことから、河川の渡河部

に集中する交通により、慢性的な渋滞が発生していたため、交差

点改良整備を行ったものであり、総事業費や工期など概ね当初計

画のとおり実施された。 

この整備により、主要渋滞ポイントとなっていた交差点の渋滞

が緩和され、交通の円滑化と安全性向上に貢献した事業と評価で

きる。 

 

⑫道路事業 (一)白井
し ら い

河原
か わ ら

八田
は っ た

線(白井
し ら い

河原
か わ ら

バイパス) 

（甲府市･笛吹市） 

この事業は、一般県道白井河原八田線の白井河原橋から蛍見橋

において、堤防上の現道の幅員が狭小であり、交通事故も発生し

ていたため、バイパス道路を整備したものであり、総事業費や工

期など概ね当初計画のとおり実施された。 

この整備により、通行車両の安全で円滑な通行が可能となり、

また、歩道が整備されたことから歩行者等の安全性も向上したた

め、交通の円滑化と安全性向上に貢献した事業と評価できる。 
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４ 附帯意見 

 

個別事業に対する本委員会の意見は前記のとおりであるが、審議過程におい

て各委員からは事業全般に関すること、評価手法に関わることなど多くの意見

が出された。 

公共事業評価を実施するに当たっては、県民へのアカウンタビリティ（説明

責任）や客観性・透明性を十分に確保する必要があることから、ここに、今後

検討すべき主な内容を附帯意見として附記するので、県におかれてはこの趣旨

を十分理解され、今後の評価調書の作成や事業計画の策定等に配慮されたい。 

 

 

（１）評価調書の記載事項について 

用地確保が困難なためにルート変更を行うようなケースについては、費

用便益比の比較を行うなど、評価調書への表記の工夫を検討されたい。 

 

 

（２）再評価調書における計画変更の記載について 

再評価の前に実施した軽微な計画変更の内容についても、評価調書には

変更に至った要因とその後の対応状況等を具体的に記載願いたい。 

 

 

（３）公共事業における工期設定について 

工期設定で重要となる用地取得の期間については、過去の実績を参考と

するなど、適正な工期設定に努められたい。 

 

 

（４）事後評価時において新たな便益が追加された際の記載について 

事後評価時点において新たな便益を追加した場合は、事業との関連性を

具体的に記載願いたい。 



 

- 18 - 
 

５ 審議経過 

（１）第１回評価委員会 

   開催日：平成２５年６月７日（金） 

   内 容：評価システム及び評価マニュアルの改訂について 

前年度の評価意見に対する県の対応方針・対応状況について 

       再評価事業の概況説明（４事業） 

       事後評価事業の概況説明（７事業） 

事前評価の審議（２事業） 

 

（２）第２回評価委員会 

   開催日：平成２５年６月２８日（金） 

   内 容：再評価事業の概況説明（５事業） 

事後評価事業の概況説明（５事業） 

事前評価の審議（２事業） 

 

（３）第３回評価委員会 

   開催日：平成２５年７月１９日（金） 

   内 容：現地視察（再評価事業２事業、事後評価事業３事業） 

 

（４）第４回評価委員会 

   開催日：平成２５年１０月１１日（金） 

   内 容：再評価事業の詳細審議（１事業） 

       事後評価事業の詳細審議（１事業） 

       再評価事業の概況説明（１事業）、事前評価の審議（２事業） 

 

（５）第５回評価委員会 

   開催日：平成２５年１０月２５日（金） 

   内 容：再評価事業の詳細審議（１事業） 

事前評価の審議（３事業） 

       平成２５年度山梨県公共事業評価意見書のとりまとめ 

 

（６）知事への意見書具申 

   平成２５年１１月２１日（木） 
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６ 平成２５年度山梨県公共事業評価委員会委員名簿 
 

 

委 員 長 宮 﨑
み や ざ き

  毅
  つよし

 東京大学名誉教授 

 

副委員長 市 川
い ち か わ

  温
  ゆたか

    山梨大学大学院准教授 

 

委  員 石 川 芳 治
い し か わ  よ し は る

 東京農工大学大学院教授 

 

同       岩 岡
い わ お か

 正 博
ま さ ひ ろ

 東京農工大学大学院准教授 

 

同       内田
う ち だ

 由紀子
ゆ き こ

 内田牧場 

 

同      小 澤 房 子
お ざ わ ふ さ こ

 小澤木彫
もくちょう

アート代表 

 

同       花 岡
は な お か

 利 幸
 と し ゆ き

 山梨大学名誉教授 

 

同       平
ひら

山
やま

 けい子
こ

  山梨大学大学院助教 

 

同       武 藤
む と う

 慎 一
し ん い ち

 山梨大学大学院准教授 

 

同       山崎
や ま ざ き

  百子
 も も こ

 聖隷
せいれい

クリストファー大学 

 

 

 

（敬称略：委員は五十音順、役職は平成２５年１０月現在） 


